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青果物卸売業者による業務用流通への対応

坂爪浩史

τbe Providing Measures ofVegetables and Fruits for Food Service 
Industries by Wholesa1ers in Wholesa1e Markets 
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I 問題の所在

青果物流通においては近年、卸売市場経由率の

低下傾向が続いているが、その主要な原因として

加工・業務用需要の増大と、それらの流通が卸売

市場を通っていないことがあげられている。こう

して生鮮流通の縮小しつつあるパイをめぐって卸

売市場問および卸売市場内における競争が激化し

ており、この競争は、規制緩和を基調とする卸売

市場法改正によって、さらに強められている。こ

うした状況のもとで、卸売市場内の業者にとって

も、加工業務用需要をいかに取り込むかが、重
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要な戦略的課題となってきている。しかし、こう

した観点からの実証的な研究はきわめて少ない1)。

そこで本論文では、青果物卸売業者による業務

用流通への対応について明らかにすることを課題

とする。以下ではまず、本研究の周辺状況として、

業務用需要の増大と卸売市場をめぐる状況を概観

する。その上で、大手卸売業者4社を取り上げ、

業務用(外食・中食)向け販売の特徴ならびに業

務用向け青呆物の調達面の特徴を明らかにする。

そして最後に、以上を総括し、卸売業者による業

務用対応がもたらす影響について展望する。
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E 業務用需要の増大と卸売市場

1 野菓液温における加工・摸務用仕向付比率

の上昇

図lは主要野菜13品目の加工・業務用仕向け割

合と、その中に占める輸入品の割合をみたもので

ある。これによれば、加工・業務用仕向け割合は

生食用を凌いでおり、 1鈎O年の51%から2∞5年に
は55%とさらに4ポイント上昇している。加工・

業務用仕向けに占める輸入品の割合は1990年の12

%から2∞5年には32%と大きく伸びた。

証亙E丞ー-
2()()5'年・・

m畔 田園L←一一一一--.J • 
19曲年圃・・E←一一一→一一J • I 

o 20 40 60 80 1曲

園1 主要野菜の加工業務用仕向け割合と
輸入品の位置

資軒:農林水産政曜研究所。

2 外食産襲における卸売市場仕入れ割合

続いて図2から、外食企業による野菜調達先に

関する全国調査の結果を見る。外食企業全体では

卸売市場からの仕入れが全体で27.5%であり、業

種別では居酒屋・ビアホール、中華料理底で高い

値を示している。また、仕入先となっている野菜

業務問屋、業務問屋、カット業者、青果小売唐な

ども、ある程度の比率で卸売市場から仕入れてい

ることが想定される 2)。このように間接的なもの

も含めれば、外食産業向け野菜における卸売市場

経由率は5割を超えるものと想定される。

ロ卸売市場 回青果小売盾 園底調貿 E野菜業務問屋 固カット業者
園業務問屋 圃共同仕入梅構・生産者園J島崎直売

.会体. ー‘-・・.;，・-‘-・・，;.ー-‘;・-・咽

日本科種情 '.'，・'....• ・'.'，・.... ・'.'，ー'.. ... 
育洋料理官 ‘品品“
中華料理府

J般摂飲そ食のル他庖 |I :l 闘同ll|l |lll tlr ll ll llll l・lHllI・lllll llll ljll i内llllEll-11HP11I'tJ1f a l 
。% ~四 ""' 割高 直隣 国高

園2 外食企業による野菜調達先別金額割合

食料外食室乗総合調査研究センター『平成17年度外食産業国産食材利
周推進事業報告書J~踊年3 月固
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3 仲卸業者による業務仕向付比率

次に図3によれば、中央卸売市場の仲卸業者に

よる業務・外食対応は合わせても10!弛程度であり、

しかも規模の零細な業者の方が売上に占める業務

用の比重が高いものとなっている(実額では10-

20億円層がピーク)。ただし、これは1999年の調

査に基づくデータであり、その後の変化について

は不明である。

l・量医指 ロ専門Jド売商 ・外食藤実 ・案書周 ・伝送 ・その他

.合計.

田億円

30-冊億円

却~却億円

10-四億円

7-国億円

5-7'健円

3-5偉円

1-3億円

-1億円

。% 家蝿 40% "'" 曲%氏出

国3 仲卸業者の販売先別構成比
資料:食品情噛研究センター『中央卸売市湯仲卸業者の取引等実震調査報
告書』似政再3月〉蘭牽原康.

注目合計値は売よ商による加重平均倍。算出の際、田健円未精層につい

てはそれぞ守1の位湾中間健を、国偉円以上層については、同層の売

上総額を業者数で除した笹げ0億円)でウェイトづけした.

E 大手卸売集者による襲濁周流通対応

1 集積周流通対応の沿革

表1は今回分析を行う卸売業者4社について、

業務用対応の沿輩と概要を示したものである。こ

れによれば、各社が業務用対応を開始Lたのは

2∞2年以降であることが分かる。この中にはそれ
以前にも業務用対応をした例はあったが、営業で

顧客を獲得しても、その後一般のラインに仕事を

還元してしまい、業務用独自の対応として継続的

に発展しなかった。また、仲卸業者由雪業務用対応

をしていたにとどまり、卸売業者をきちんと組み

込んだものになっていない例も多かった。

表1 卸売業者による業務用対応の沿草と概要

卸売業者

対応開始

担当職員

取扱比率

D社

2003年

7人

3% 

資料:卸売業者に対する聞き取り調査 ('21.'1.'1"年3-6月)。
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各社は2(削年以降、専門の対応部署を設置 (D

社は子会社を設立して売買参加権を取得)し、卸

売業者として産地と外食・中食企業との聞に立っ

て、積極的なコーディネート機能を発揮しはじめ

ている。担当職員数は2-15人と幅があるが、こ

れは取扱規摸や提携企業数の多寡による。

卸売業者が取り組む業務用野菜の取扱高は10-

30億円であるが、卸売業務全体に占める業務用の

割合は2-3%と現状ではごくわずかなものとな

っている。

2 販売園の特徴

① 提携企業

卸売業者による業務用対応において提携してい

る外食・中食関連の企業数は2-157社と相当な

聞きがある(表2参照)。企業数が多いと回答し

た業者は数唐舗クラスの外食企業との提携も細か

く展開していることから企業数が多くなったもの

であり、企業数の多寡は裾野の広狭による。主要

な提携企業とはいずれも数億円規模の取引になっ

ている。

主な取引先としては、ファミリーレストラン、

コンピニエンスストアのベンダー(野菜サラダや

惣菜などを製造、納品している業者)、野菜カッ

ト業者、社員食堂請負業者、総莱庖などとなって

いる。

②価格・微量の決定方法

次に、販売先との取引条件の設定時期および単

位についてみていく。価格については1社が週間

値決め(前週に翌週1週間分を決める)と答えて

表2 業務用対応の販売面の特徴

卸売業者 A 社 B 

取引企業数 157 10 

社

いる他は、 3社とも月間値決め(前月に翌1カ月

分を決める)である、と回答している。このうち

のl社は、業務用流通への進出の際、もっとも障

壁となったのが、この長期間にわたる値決めのリ

スクであったとしている。

一方、数量の決定(発注)は1社が前日発注と

回答している以外はいずれも週間発注である。た

だ、週間発注でも前日まで徴修正の余地を残して

いる場合が多く、また前日発注の方もそれ以前に

数量は読めると回答していることから、両者の実

質的な違いは小さいものと考えられる。

③仲卸業者の位置づけと物流槙能

卸売業者が卸売市場内で業務用対応をする場合、

問題となるのが仲卸業者の位置づけである。調査

した4社のうち、 A、B両社は仲卸業者を利用し

た形で業務用対応を行っていた。卸売業者と仲卸

業者の役割分担を重視する立場から、卸売業者は

集荷ならびに業務用の取引先への営業に集中し、

日々の配送業務等は仲卸業者に任せている。

他方、 C、D両社は仲卸業者を利用せずに業務

用対応を行っている。このうちC社はカット野菜

業者などに対して第三者販売の形で直接販売して

いる。 D社の場合には、同社1∞%出資の子会社

に売買参加権を取得させ、そこを経由する形で、

実質的な置接販売を行っている。いずれにしても、

両社は仲卸業者を排除したことによって、物流機

能を内部化することになった。

C社は青果物の低温倉庫を併設した配送センタ

ーを本社ピル内に整備し、取引先へチルド車によ

る配送も行うようになった。主要な取引先は大手

c 社 D 社

2 25 
7γミレス 野菜カット業者 コンピニベンダー コンビニベンダー

主な取引先 総菜庖 ファミレスベンダ} ファミレス ファミレス

野菜カット業者 社員食堂請負業者

価格決定 週間 月間 月間 月間

数量決定
週間 週間 週間 前日

(上限数量設定) (若干の調整あり) (読める範囲)

仲卸業者 利用 利用 排除(第二者販売) 排除(買参子会社)

物流機能 なL なし 青呆センター 総合食品センター

資料卸売業者に対する聞き取り調杢(耳目町年3-6月)。
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コンピニエンスストアチェーン北関東地区のベン

ダー(サンドイツチ、麺、惣菜、米飯などの納品

業者)29社である。コンピニエンスストア本部で

は、品質管理の観点から、従来のベンダー独自社

入れから集中仕入れに転換しつつあり、現在ベン

ダー各社の野菜使用量のおよそ30-35%がC社か

ら供給されるようになっている。同社ではまた、

ファミリーレストランチェーン1社向けに12品目

の野菜を供給している。コンピニエンスストアベ

ンダ」向けにはベンダ」各社向けのピッキング、

ファミリーレストラン向けには1袋当たり 1kgに

なるようにレタスを袋詰めにし、それを基本単位

として各屈の発注量に応じて振り分けを行ってい

る。

D社は青果物のみならず、冷凍、魚、米などを

含むフルラインのセンターを整備し、 21蜘年から

稼働させている。取引企業2貯土のうち、主要取引

先2杜を含む4杜が71レラインで同センターを利

用している。大手ファミリーレストランチェーン

l社には東日本地域の約100庖に7Jレラインの配

送を行っているo 同チェーンに対しては青果物の

8-9割がD社からの供給となっており、カット

が必要な場合にはD杜のカット野菜事業部門に委

託加工し、製品をセンターに戻して配送している。

3 関連薗の特徴

①提携崖地の特徴

卸売業者古喋務用対応する際の提携産地の基本

となるのは系統農協である(表3参照)。流通機

構としての卸売市場は農協共販と双子のように発

表3 業務用対応の調達面の特徴

卸売業者 A 杜 B 杜

提 携 先 農協 農協

展してきた訳であり、業務用対応だからといって、

全く別系統で取り組むということになりにくかっ

たことが背景にはあるものと恩われる。また、ト

レーサピリチイ平安全性を確保するためには、地

域が限定されている農協組織の方が仕組みづくり

が容易であると考えたのである。卸売業者4社の

中では唯一、 D社が農協と集出荷業者を半々で利

用しているが、提携している集出荷業者はいずれ

も圃場管理まできちんとできる業者であり、取引

先とー諸に産地視察しながら万全を期している。

地域的ま特徴としては、生食用に比べて近隣産

地によりシフトし、またシフトしたいという意向

をもっている卸売業者が多かった。これは遠隔産

地の場合の輸送過程のリスクを低減したいという

狙いがある。また、多少気候条件的に無理して栽

培しても、その品質が通年で安定していれば販売

可能であるという業務用の特徴も一定寄与してい

る。

②契約取引

次に、契約取引の場合の価格・数量の決定方法

をみていく。 B社は産地との栽培・出荷に関わる

企画を半年前から練りは巴め、遅くとも 3カ月前

(=播種時期)には価格ならびに数量を決定して

いる。 D社についても、価格・数量は播種時期に

決定していると回答している。ただ、数量につい

ては日々の修正があるとしており、完全に固定さ

れているわけではない。

こうした契約取引の割合は、各社の聞に25-80

%とパラツキがあるが、いずれにしても、販売先

c 社 D 社

農協 農協+出荷業者

会社全体の主軸 トレーサピリティ トレーサピリティ トレーサピリティ

備 考 氏素性の明確さ l品目3産地目標 関東近郊が主 意識高い業者

関東近郊が主

契
価格決定 3カ月前 播種時

数量決定 3カ月前 播種時

約
(企画は半年前-) (日々 の修正あり)

契約割合 まだ少ない 25% 80% 40% 

スポツ ト 生食用産地が基本 契日約産地の残量 生食用の提携産地 生食用産地から

+契約候補産地 箱に金属不使用

資料卸売業者に対する聞き取り調杢 (2∞7年3-6月)。

70 



青呆物卸売業者による業務用流通への対応

との取引条件が月間値決め+週間括主であるため、

3カ月前に見込み量全量を契約取引で固定するこ

とは、あまりにリス付鳴い。各社とも主要な部

分を契約取引で確保しながら、スポットでの調達

を組み合わせて日々の需給斉合に腐心しているの

である。

③ スポット聞遣の産地温択基準

問題は、トレーサピリテイ平安全性に留意しな

ければならない中で、どのようにスポット調達を

組み立てるかという点である。この点についての

各社の基本的なスタンスは共通している。卸売市

場に出荷されている通常の、生食向けの産地の中

から、トレーサピリテイなどの確保されている産

地を遷ぴ、常時、これを念頭に置きながら受注数

量を確保するというものである。

このうちB社の場合、契約対象としてl品目 3

産地を目標に提携産地の育成ん確保を進めている。

こうして複数の産地を取引先企業に提案し、 1産

地を選択させて契約に入る。他方、契約すること

になった産地の側では、契約取引への過度の傾斜

は生産の不安定性による欠品や余剰品処理のリス

クを高めてしまうため、契約の割合は一般に3割

程度となっている。そこで、スポット調達の際に

は、まず、その契約産地に連絡し、契約量以外の

通常は生食用として出荷される部分の業務用への

振り替えを要請する。それでも足りないものにつ

いては、契約候補に挙がったものの契約に至らな

かった契約候補産地に出荷を要請する、といった

2段構えで十全な供給体制を構築している。

N 総括と展望

本研究で明らかにした大手卸売業者による業務

用対応の特徴は、以下のようにまとめられる。

第lに、各社が本格的に業務用対応を開始した

のは20(旧年代に入ってからであり、総取扱金額に

占める割合もごくわずかであるものの、高い伸び

を示している。

第2に、業務用青呆物の販売面の特徴としては、

数億円規撲の主要提携先のみにとどまっている卸

売業者と、零細な外食業者にまで販路を拡大して

いる卸売業者とがある。納入条件の設定方法は、

月開催決めと週間発注を主としており、量販庖(週

71 

値決め+前日発注)に比較して価格・数量とも長

期的な取り決めとなっている"。卸売業者の中に

は仲卸業者を利用するところと排除して直接、外

食・中食企業に販売するところとに分かれるが、

後者の場合には物流機能を内部化することになる。

第3に、調達面の特徴であるが、ほとんどの卸

売業者が農協を主軸として調達戦略を組み立てて

いる。これは、業務用に限らず、従来からの主要

な集荷対象であること、トレーサピリテイなどの

画で集出荷業者よりも取り組みゃすいことによる。

調達は掛百取.51とスポット取引とに分けられるが、

各社とも契約産地とは播種時期に価格・数量を決

定している。ただ、販売先の発注量は乱高下する

ため、契約のみでこれを満たすのはリスクが非常

に高いため、スポットによる調達も併用している。

その場合の調達先としては、生食用で当該卸売業

者に出荷している産地を基本とし、スポットでも

トレーサピリティなど一定水準の品質管理を確保

しようとしている。

本論で明らかにしたのは以上の点であるが、最

後に、卸売市場の卸売業者カ喋務用対応を行うこ

との強みと意義について言及し、結びにかえたい。

まず卸売業者が業務用対応することの強みであ

るが、一つ目には産地情報の蓄積が上げられる。

どこでいつ、何を生産しているか、業務用対応に

適しているかどうか、等に関する情報を、日々の

業務の中で蓄積できるという点である。

二つ日は、産地との信頼関係である。取引には

売買を行う両者の信頼関係(代金支払い等)が前

提となるが、外食・中食企業と産地とがは巴めか

ら信頼関係を持っているというのは通常ではレア

ケースであろう。そこに、従来から青果物流通の

中継機能を果たしてきた卸売業者が介在すること

は、この信頼関係の鎖を繋いで提携を円滑に進め

る上で大きなメリットがある。

三つ目は需給斉合の能力である。卸売市場は業

務用対応はごく一部であり、圧倒的に生食用流通

である。このことが、業務用需要の突発的な増大

や契約生産品の過剰などの調整に大きな力を発揮

するのである。

最後に、卸売市場の卸売業者が本格的に業務用

対応を開始したことによる意義については、次の

ように考えられる。まず、これまで生産面のきめ
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細やかなアレンジが必要なものは、外食・中食企

業と産地骨守直接取り組まなければならず、手間(~

コスト)がかかり、需給調整のリスクも高かった。

卸売業者の業務用対応によって、こうした取り組

みが卸売市場に回帰した可能性がある。また、卸

売業者が産地と外食・中食企業との聞で役割を果

たすことによって、外国産にシフトしていた業務

用需要を国産に回帰させる可能性もある。今後も

卸売市場経由率の回復、囲内自給率の向上という

課題について、卸売市場の業務用対応に注目する

必要がある。

[注1

1 )小田勝己『外食産業の経営展開と食材調達』

(農林統計協会、 2004年5月)では、第9章に

おいて中央卸売市場の卸売業者1社の業務用対

応が分析されている。

2 )カット業者最大手の企業は、取り扱う野菜の

85%を卸売市場から仕入れている (50%は産地

と事前交渉(土=契約取引)、 35%はスポット)。

3 )量販唐の価格・数量決定方式については、坂

爪浩史「規制緩和下の小売業再編と農産物市場j

(滝沢昭義・細川允史編『流通再編と食料農

産物市場J(講座今日の食料・農業市場J)筑
波書房、 2∞日年12月)参照。

[付記] 本研究の遂行に当たっては、外食産業総

合調査研究センターの松崎俊氏の全面的な協力

を得た。また、科学研究費補助金(基盤研究B)

「卸売市場制度「大転換j期における卸売企業

の商業機能拡充の態様に関する実証的研究J(研
究代表者小野雅之氏)の研究会において、参

加者から有益なコメントを得た。記して謝意を

表したい。
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